
船内労働安全衛生マネジメントシステム検討会について

平成２０年８月

国土交通省海事局運航労務課

１．目的

船員災害については、発生件数、災害発生千人率ともに大幅に減少してきたもの

の、依然として陸上の労働災害と比較すると高い状況となっており、安全衛生管理

のノウハウを蓄積した団塊世代のベテランの船員が今後大幅に退職する時期を迎え

て、船内において安全衛生管理のノウハウが十分に継承されないことにより、船内

の安全衛生水準が低下し、労働災害の発生の増加が懸念されているところである。

また、平成１８年２月に採択されたＩＬＯ海事労働条約においても、船内におけ

る安全衛生委員会の設立及び船内安全衛生の継続的な改善が求められているところ

である。

以上の状況を踏まえ、第九次船員災害防止基本計画において、船内の労働災害の

一層の減少を図るためには、船内での危険要因の特定・評価（リスクアセスメン

ト 、安全衛生目標や安全衛生計画の作成・実施、当該計画の実施状況や効果の）

確認とさらなる改善措置の実施等を継続的に行う手法（以下「船内労働安全衛生

マネジメント」という ）の導入がより効果的であるとされているところである。。

このため、船内労働安全衛生マネジメントに関する検討会を設置し、自主的に船

内労働安全衛生マネジメントの導入を図ろうとする船舶所有者等が活用しうるガイ

ドラインの作成等について検討を行っていくこととする。

２．スケジュール

第１回 平成２０年８月開催

以降、２０年度内に２～３回開催し、一定の結論を得る予定
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